
どうなる？社会保障と私たちのくらし
～介護保険制度改正と地域医療の現状～

2026年1月20日（火）

盛岡医療生活協同組合

専務理事 鈴木幸子
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盛岡医療生活協同組合

「誰もが健康で居心地よくくらせるまちづくり」

・組合員数 25,161人

・出資金 7億6,120万円（組合員1人あたり3万253円）

・31支部 約100班（活動実績のある班）

・病院１、クリニック１、デイサービス１、通所リハビリ2、

訪問看護１、看多機１、グループホーム１、居宅介護支援2、

保育園1
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医療生協HP



介護保険制度

• 2000年に始まり、40歳以上の国民が保険料を負担（強制加入）

• 要介護認定者がサービスを受給

→必要なサービスが十分に受けられない事態

「保険あって介護なし」

「国家的保険詐欺」

東京大学名誉教授 上野千鶴子さん

介護保険制度の創設に関与した堤修三さん
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その理由
• 給付を縮小→軽度者の訪問介護、通所介護などは自治体の行う
総合事業に移行、福祉用具の利用を保険から外す、特養申し込
みは原則介護度3以上

• 利用料1割負担→2割・3割負担と負担増、限度額申請に預貯金
要件

• なり手がおらず提供体制が崩壊しつつある
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国民年金で入れる施設はほぼありません。
施設に入れるか、サービス受けられるかは、金次
第です。
地域格差、半端ないです。
ヘルパーや介護職員は確保できません。ケアマネ
もいません。
介護事業所、普通にやってたらつぶれます。



危機の象徴 ～訪問介護～
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【出典】東京商工リサーチ



訪問介護事業所がない自治体が急増
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2024年4月の報酬引き下げで急増

・2025年6月末 115自治体

・残り1か所の自治体も含めると384自治体
葛巻町、岩手町、西和賀町、平泉町、
岩泉町、田野畑村、普代村、野田村

★宮古市は独自に支援金給付
基本報酬引き下げ分約2.4%相当額+報酬

全体の改定率0.6%相当額を上乗せして支給

経営不振の根底に人手不足



なり手がいない
深刻さ増す「人手不足」
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入学定員数の減少+定員割れ 外国人留学生が55％

【出典】介養協介護福祉士養成施設の入学定員充足状況等に関する調査



【出典】厚生労働省「賃金構造基本統計調査」
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全産業平均（役職者抜き） 介護職員

8.3万円の差

低賃金（低い介護報酬、女性だから）

全産業平均との給与差がさらに拡大

6.9万円の差



崩壊を招いた原因 国の失政
改定年度 負担 給付

介護保険料
（全国平均基準月額）

2000年 2,911円

2003年 ・施設等の居住費・食費徴収 3,293円（+13.1%）

2006年 ・要支援１・２を新設 4,090円（+24.2%）

2009年
・処遇改善交付金制度創設

・認定制度の全面見直し（軽度判定化が加速）
4,160円（+1.7％）

2012年 4,972円（+19.5%）

2015年
・利用料２割負担導入

・補足給付に資産要件を導入

・「総合事業スタート」

・特養対象原則「要介護３」以上
5,514円（+11.0%）

2018年
・利用料３割負担導入

・高額介護費の上限額引き上げ

・生活援助「届出制」導入

・「共生型サービス」創設

・財政インセンティブの導入

5,869円（+6.4％）

2021年 ・補足給付の資産要件等の見直し 6,014円（+2.5％）

2024年 ・多床室室料負担の対象施設の拡大
・一部の福祉用具に係る貸与と販売の選択制の
導入

6,225円（+3.5％）



■介護保険制度改定の経過

改定年 改定率

2003年度 ▲2.3％

2006年度 ▲2.4％ 施設等での居住費・食費の自己負担化

2009年度 ＋3.0％

2012年度 ＋1.2％
実質▲0.8％
→処遇改善交付金（報酬換算2％）を介護報酬に編入

2015年度 ▲2.27％ 処遇改善等で＋2.21％、基本報酬で実質▲4.48％

2018年度 ＋0.54％ 通所介護等で▲0.5％の適正化

2021年度 ＋0.70％ このうち＋0.05％はコロナ対策「特例的評価」※2021年9月末まで

介護報酬改定率の推移



介護保険制度は社会保障といえるのか
・介護保険制度が始まり民間事業者が参入→福祉の現場が市場になった

介護業界大手 1位ニチイ学館（日本生命が買収）

2位SONPOケア（損保ジャパン）

3位ベネッセ

公的な介護保険制度は縮小→生命保険の商品とセット

介護付き有料老人ホーム・サービス付き高齢者住宅とセット

・社会保障は国民のセーフティネットなはず

そもそもサービス提供体制がもうない、経済的な理由で受けられる
サービスが左右されている、地域格差が顕著、制度がわかりづらい、相談
窓口さえ有料にしようとしている
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2027年度 介護保険制度改定の議論

• 2割負担の対象拡大

• ケアプラン有料化

• 要介護１・２の介護保険外し（自治体の総合事業へ移行）

• 多床室の室料負担

→昨年末にまとめる予定を先送り 2027年度に向けて再検討

審議会の中で反対意見、慎重論が多かった

負担増への反対の声をあげ運動することが重要
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全日本民医連の調査

「困る、無理です！物価も高くな
り切り詰めるところがない」

「たくさんの保険料を払ってきた
のにその上にまだ負担を上げるな
んて」

「デイサービス以外では殆ど外出
できない。利用料金が上がったら
外出できない」

「施設のお金が払えなくなったら
夫と一緒に死ぬしかない」

深刻な利用控え、介護度の悪化

介護離職増 現役世代の生活が崩
壊する恐れ
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地域医療の危機
• 1961年 国民皆保険を実現

「いつでも・どこでも・経済的な負担なく医療を受けられる」

• 1973年 1県１医大構想・老人医療無料化・健康保険の家族給付引
き上げ（5割→7割）・高額療養費制度の創設

• 1981年～ 増税なき歳出削減 医療費抑制へ 健康保険1割導入

• 1985年～ 都道府県に地域医療計画の作成を義務付け必要病床数を

設定し規制をかける

• 1986年～ 医学部の定員削減

• 1992年～ 病院・病床の機能分化 診療報酬の差別化で入院規制
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小泉構造改革で加速
• 診療報酬を史上初めてマイナス改定(2002年）

• それ以降、マイナス改定を続ける、もしくは限りなくゼロに近
い改定

• 長期入院の医療機関別包括評価

• 健康保険本人負担の引き上げ（2002年）

• 高齢者医療本人負担の引き上げ（2002年）
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医療費抑制政策はあらゆる方面から
• 医療費適正化計画の策定を都道府県に義務付け

• 後期高齢者医療制度の創設

• 高齢者を中心に患者負担を引き上げ続けた



社会保障・税一体改革

• 民主党政権末期に法制化

• 社会保障制度の改革の方向性を示した「社会保障制度改革推進
法」に基づく改革と、それを具体化した医療・介護・子育て・
年金・消費税などの改正法に沿って実施される

医療に関連するところの特徴

• 世代間不公平を強調 「全世代型社会保障」

• 医療と介護を一体的に見直し

病床機能再編と縮小、地域包括ケアシステム

川上→川下と表現
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2024 年は倒産件数、休廃業・解散件数合わせて786 件

2025年も高水準、2026年には1000件を超える可能性
• 3 年連続で過去最高を更新

• 倒産した医療機関の６割以上が収入減少を主因とす
る倒産

• 資金余力が無くなった施設は、設備の更新ができず、
給与・労働条件が悪くなり、スタッフも定着せず、サー
ビス品質が低下。結果として、更なる受診者の減少

• 2024 年は倒産件数、休廃業・解散件数合わせて
786 件となったが、2026 年には同件数は1000 
件に達する可能性
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自治体病院 86％が赤字
全国自治体病院協議会・望月会長が会見
「このままでは閉院する自治体病院も出かねない」
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当法人の場合
2024年度診療報酬改定の影響
• 回復期リハビリテーション体制強化加算廃止 ▲2400万円減収
• 外来トリアージ加算廃止、特定新患処方管理料減算 ▲1600万円

費用増加
• 水光熱費 12月累計 前年差+1000万円
• 医薬材料費 12月累計 前年差+380万円
• 人件費 12月累計 前年差+1,300万円

（人材紹介料 950万円 派遣人材費 +300万円）
• 消費税 12月累計 5800万円

医療機関や介護事業所は支払った消費税は控除されず全額
自己負担している。
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署名に取り組みました ご協力ありがとうございました！
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岩手の目標は
1万筆

到達：1万2340筆

他生協にも協力い
ただきました！
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ぜんぜん、足りないです
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「医療費を高齢者増加の伸びに抑える」は妥当か？
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医療費削減路線は変わってない

• 今回の補正予算は時限的

• 診療報酬プラス改定は限局的

高度急性期を担う基幹病院、周産期医療にはプラスかも

回復期リハビリ、在宅診療、診療所は下手したらマイナス

★病床11万床削減はもう決まっている

自民・公明・維新3党合意

社会保険料が減っても医療費自己負担は増えることは確実

高額療養費自己負担増 2026年8月から

OTC類似薬保険外し 2026年～
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昨年の参議院選挙、現政権は
• 維新、国民民主、参政党は病床削減や終末期医療の見直しを公約にかかげ
ている

共通点

・医療費削減で現役世代の負担を軽くすると言っている

・OTC類似薬の保険外し

・終末期医療の見直し（尊厳死 全額自己負担）

・高齢者の医療費窓口負担増

今の政権は医療費削減はもちろんのこと、非核三原則をゆるがす発言、所
得税増税、労働時間規制緩和など

「働いて働いて働いて…」なんて絶対に嫌

みんなが幸せで、私自身も豊かな人生送りたい
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今の施策では地域の医療と介護は崩壊します。
わたしたちの税金は、くらし優先で使ってほしいと多く
の人と一緒に声をあげ、選挙で意思を示すことが重要
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